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6．お わ り に
フィリピンにおける自動車産業政策の変遷，ASEANの経済統合過程と，それらに対応する
TMPの経営活動について歴史的な考察を加えてきた。1970年代までは，フィリピンにおいても
自国の自動車産業を発展させようと自動車振興計画が導入され，むしろ他のASEAN諸国より
も進んでいたようにも見えた。
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ところが，1980年代に入ると自動車産業の発展は，タイ，マレーシア，そしてインドネシア
に大きく水をあけられた。この理由については，いくつかの要因があると言える。第1は，本稿
では議論の対象から外れているが，政権を超えて資源産業やサービス業，製造業では自動車より
も電機電子分野への外資系企業の誘致が盛んであったことがある。第2は，他のASEAN主要
国が自動車産業に力を注ぎ込んだ時期に，フィリピンではクーデター，革命的な政権交代など政
治的な不安定さがあった。そのため，自動車産業の育成計画についても，一貫性が保たれず政権
の交代ごとにその内容が変化したことがある。第3には，アメリカ的な経済運営の考え方が根付
き，自由経済志向が比較的強く，自動車の生産よりも，輸入に依存してきたことがあげられる。
こうした問題を抱えながらも，2013年ごろには新たに「CARS」が導入され，本格的に自動
車産業の育成に取り組み始めたといえる。これは，タイやインドネシアと比べて，フィリピンで
の自動車生産コストが1,000ドル以上も高いということから，このコストの差額分を指定された
車種に補填することを中心としている。人口が1億人を超し，1人当たりGDPもモータリゼー
ションが加速する3,000ドルを超え，大規模な自動車市場の発展が期待されている。
一方で，2015年末にはAECが発足して，ASEANの地域統合が急速に進むことが予想される。
より自由なモノの移動が保証されていくなか，自動車の輸入が容易になり，かえってフィリピン
の自動車産業が空洞化するのではないかといった懸念なども出ている。さらに，ASEANの地域
統合だけでなく，日米が主導してきたTPP，中国が主導するRCEP,さらには経済連携協定な
ど，フィリピンやASEANを取り巻く経済環境は大きく変わると思われる。現在のところ将来
の方向性は不透明といわざるを得ない（106）。
TMPをみてもタイやインドネシアのトヨタの現地法人をみても，こうした変化のなかでは，
BBCの導入にみられるように企業の抱える問題を解決するために，業界団体としてあるいは個々
の企業として，各国政府あるいはASEANに働きかけを行なうことも重要である。しかし，多
くの場合，企業経営においては常に変化が生み出す問題に対応して，日々問題を解決していく，
その連続しかないと思われる。今後，フィリピン政府の提案した自動車産業振興政策に対して，
TMPなど個々の日系自動車企業が，どのように対応していくのか注目されるところである。
（1） 穴沢眞（1998），田中智晃他（2015），川邉信雄（2011）参照。
（2）「フィリピン，車産業活性化へ補助金，来月にも支援策，雇用を後押し 日系，相次ぎ増産」『日
経産業新聞』2014年2月26日。「フィリピンの車産業育成，支援対象3車種，年内にも選定へ」『日
本経済新聞（夕刊）』2015年9月19日。「東南アの新車販売台数，2年連続前年割れ，昨年実績予想」
『日経産業新聞』2016年1月1日。
（3） ジェトロ『ジェトロ世界貿易投資報告（2016年版） 広域経済圏と日本企業の成長戦略』2016年
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注
10月，187188頁。
（4） 福島の研究では，フィリピンにおける2つの日系企業を取り上げてあるが，そのひとつがTMPで
ある。
（5） 山本一巳（1980）124頁。山本の研究は，1970年代までのフィリピンの自動車産業に関する数少な
い優れた研究である。
（6） 山本（1980）125126，131132頁。トヨタ自動車株式会社（1987）516517頁。
（7）「トヨタ，9月からフィリピンで『アジア・カー』生産 インドネシアは77年4月」『日本経済
新聞』1976年3月8日。
（8） トヨタ自動車株式会社（1987）624625頁。
（9）「トヨタ アジアカー，比国で発売」『日本経済新聞』1976年11月27日。
（10）「トヨタの『タマラオ』比アジアカー市場で快走 フォード抜きトップ，性能の良さ買われる」
『日経産業新聞』1977年9月7日。「比国のアジアカー市場，フォード・GM・トヨタの激戦に」『日
経産業新聞』1979年2月19日。
（11）「比政府のディーゼルエンジン国産計画，トヨタの比法人デルタが西独マンと組んで応札」『日本経
済新聞』1978年2月20日。
（12）「トヨタ，フィリピンの多目的車『タマラオ』を全面改良」『日経産業新聞』1981年2月27日。
（13）「トヨタ，比のデルタ・モーター社に40％資本参加 再建計画に協力」『日経産業新聞』1982年7
月7日。
（14）「トヨタ自動車，フィリピンのデルタ・モーター社再建へ人員派遣」『日経産業新聞』1982年7月
17日。「トヨタ，東南アの生産拠点強化 マレーシアで合弁設立へ，比でデルタ社に資本参加」
『日本経済新聞』1982年9月5日。
（15）「トヨタ，比デルタ社株を取得」『日本経済新聞（夕刊）』1982年11月27日。
（16）「GM・トヨタ系の二社，比国で合併交渉」『日経産業新聞』1983年8月19日。
（17）「フィリピンの日本車生産メーカー減社問題，公開入札で決着へ」『日経産業新聞』1983年9月16
日。
（18）「ASEAN,自動車国際化急ぐ 組立業者集約，国内部品調達増やす，KD脱却」『日経産業新聞』
1983年10月28日。
（19）「ASEAN,自動車国産化政策で強調 統一ルールづくりを近く検討」『日本経済新聞』1982年1
月6日。「自動車各社，アジアで陣取り合戦 パートナー選びに懸命」『日経産業新聞』1982年5
月22日。
（20）「ASEANが新自動車政策 日本各社に協力要請，部品生産国決定は自由に」『日経産業新聞』
1982年8月28日。
（21）「トヨタ自工，新たに堤CKD工場着工 途上国の国産化に対応，部品供給体制つくる」『日経産
業新聞』1982年6月16日。「トヨタ，堤工場内に初のKD工場完成，稼働 高岡工場内に部品工
場も」『日経産業新聞』1982年12月7日。
（22）「比自動車業界，相次ぐ操業短縮・中止 外貨不足で部品輸入ストップ」『日経産業新聞』1983
年11月17日。「自動車KDセット比向け全面停止，組み立て工場窮地 外貨事情悪化で現地政府
措置」『日経産業新聞』1984年3月31日。
（23）「フォード，比から完全撤退 外貨危機深刻化で部品輸入止まる」『日本経済新聞』1984年3月
22日。
（24）「トヨタ，比社との提携解消 政情不安・外貨不足で生産・販売を中断」『日本経済新聞（夕方）』
1984年4月3日。
（25）「トヨタ，比社との提携打ち切り対策で比市場でのアフターサービス継続を表明」『日経産業新聞』
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1984年4月13日。「トヨタ，比に駐在員事務所開設を申請 撤退せず次の手探る，アフターケア
や情報収集」『日経産業新聞』1984年5月9日。
（26）「トヨタ，比で事業再開へ」『日本経済新聞（夕刊）』1986年2月26日。「フィリピン新政権誕生，
産業界，交流拡大に期待 自動車，活動を再開」『日本経済新聞』1986年2月17日。「商社外貨割
り当て強化で悪戦苦闘 日野合弁自動車工場，現地産品の輸出拡大」『日経産業新聞』1986年5月
17日。
（27）「トヨタ，比で車生産，62年から年3000台 三井物産・現地銀と合弁」『日本経済新聞』1986年
9月23日。「三井物産トヨタ自の比国生産支援，加工輸出で現地と合弁 部品輸入用外貨調達狙う」
『日経産業新聞』1986年9月25日。「日本企業も歓迎ムード，比新憲法承認」『日本経済新聞』1987
年2月6日。
（28）「トヨタ，比での現地生産大幅遅れの公算」『日本経済新聞』1987年3月27日。「トヨタ，比生産
は来週以降 約4億ペソを投資」『日経産業新聞』1987年3月31日。
（29）「若王子氏生還，フィリピン投資再始動 物産・トヨタ，自動車生産計画，取り組み本格化」『日
本経済新聞』1987年4月2日。「比政権，経済再建が急務 外資導入や民営化課題」『日本経済新
聞』1987年5月14日。
（30）「比政府，自動車産業発展計画，最終決定へ」『日経産業新聞』1987年7月31日。
（31）「トヨタ・物産の比工場買収却下 政府，売り値上げ狙う？（商社異聞）」『日経産業新聞』1987
年9月8日。「比貿易産業相が ・待った・，トヨタの再進出計画足踏み」『日経産業新聞』1987年10
月8日。
（32）「現地自動車工場の買収，トヨタと三井物産フィリピンと再交渉」『日経産業新聞』1987年9月21
日。
（33）「比デルタ工場，近く公開入札」『日経産業新聞』1987年10月9日。
（34）「提出期限は来月8日，トヨタ，比再進出大詰め」『日経産業新聞』1988年1月22日。
（35）「トヨタの比再進出政府が引き延ばす」『日経産業新聞』1988年3月7日。
（36）「比の遊休工場を買収，トヨタ，来年生産を開始」『日経産業新聞』1988年5月19日。
（37）「トヨタ，比で合弁生産，来年から『クラウン』など」『日経産業新聞』1988年8月5日。
（38）「トヨタ，比で3車種，年5000台製販 ディーラー20店開設」『日経産業新聞』1988年11月18
日。
（39）「トヨタ，フィリピンの現地生産会社で開所式」『日本経済新聞（夕刊）』1989年3月3日。
（40）「トヨタ会長表明，比の数社と日本電装等，技術援助交渉を開始」『日本経済新聞』1989年3月4
日。
（41）「トヨタの比子会社，来年『コロナ』投入 生産規模も大幅拡大」『日経産業新聞』1989年6月21
日。
（42）「自動車各社，東南ア部品ネット 自社拠点間で相互供給」『日本経済新聞』1989年9月8日。
（43） 同上。「部品を相互供給，トヨタ，東南ア4カ国で」『日経産業新聞』1989年9月8日。
（44） ToyotaMotorPhilippines（2013）p.22.
（45）「トヨタ比法人，CKD方式に移行」『日本経済新聞』1989年10月11日。「トヨタの比現地法人，
増産計画前倒し 車種追加より量産に力」『日経産業新聞』1989年9月29日。「日系自動車メーカー，
フィリピン政情不安だが…，増産計画は変更せず」『日経産業新聞』1989年12月5日。
（46）「貿易・産業相，比が国民車構想 メーカー新規参入容認へ」『日本経済新聞』1989年9月16日。
（47）「比政府が国民車計画，『1200cc以下』に限定 外国企業にも参入認める」『日本経済新聞』1990
年2月2日。「乗り出した挑戦者アジア自動車産業（4）『見えざる手』に任せる 進まぬ官主導型」
『日経産業新聞』1990年2月14日。
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（48）「フィリピンの『国民車』計画，走りだすにはなお曲折（海外産業ホットライン）」『日本経済新聞』
1990年5月14日。「トヨタ，東南ア3社新設 部品相互供給を強化」『日経産業新聞』1990年5月
30日。
（49）「ASEANの関税割引制度，トヨタと日産に適用 域内部品相互融通事業で」『日本経済新聞』
1990年11月3日。「トヨタの東南ア生産拠点，エンジン輸出を拡大 第3国向け，量産効果狙う」
『日経産業新聞』1991年11月8日。
（50）「部品各社，アジアに供給基地，人件費1/8が魅力 全面改良への対応がネックに」『日経産業
新聞』1992年2月3日。
（51）「比自動車各社減産へ，ガソリン高騰で需要不振 人員削減相次ぐ」『日本経済新聞』1990年12
月31日。
（52）「今年後半メド，台湾製の小型トラック トヨタ，比に輸出」『日本経済新聞』1991年1月12日。
（53）「比ビナトゥボ山噴火，外資導入政策に ・冷水・ 投資案件，着実に整備」『日経産業新聞』1991
年7月1日。
（54）「トヨタ自動車・フィリピン 操業3年でトップ（日本企業インザワールド）」『日経産業新聞』
1991年11月30日。
（55）「トヨタ，比部品子会社の工場で開所式」『日経産業新聞』1993年5月13日。「トヨタ，ASEAN
域内分業体制が完成 フィリピン工場部品融通に向けアクセル」『日経産業新聞』1992年12月2
日。「転機のASEAN自動車産業（下） 域内分業本格化へ AFTA,動き加速」『日経産業新聞』
1993年1月26日。「第2部進化問われる日本企業（25） トヨタ自動車（下）（アジアパワー）」『日経
産業新聞』1993年2月24日。
（56）「第1部産業大国への鼓動（4） 自由貿易は協調の証明（アジアパワー）」『日経産業新聞』1993年
1月6日。
（57）「比自動車販売が急回復，92年は26％増」『日本経済新聞（夕刊）』1992年12月25日。「トヨタ，
アジアで生産倍増 価格競争力回復狙う」『日本経済新聞』1994年10月15日。「フィリピンにも
成長の波 海外から投資急増，企業も軒並み増収増益」『日本経済新聞』1995年2月20日。
（58）「トヨタ，建設表明，比に第2工場」『日本経済新聞』1995年4月13日。
（59）「くるま景況私の見方（7） 東南アジア トヨタ取締役長谷川康司氏」『日経産業新聞』1995年8
月17日。「アジアカー，トヨタ，22万台に 2000年，現地生産の5割強」『日本経済新聞』1995
年8月20日。「トヨタ，昨年，海外生産，販売の58％ 『新国際プラン』報告」『日本経済新聞』
1996年1月23日。
（60）「トヨタ，等速ジョイントをフィリピンで生産」『日本経済新聞』1997年2月1日。
（61）「車部品国産化計画に転機，東南アジアで自由化のうねり 高関税下げ加速」『日本経済新聞』
1995年10月23日。
（62）「ASEAN自動車連盟が再結成，域内分業推進し経済発展を加速，部品供給を円滑化」『日経産業新
聞』1996年7月30日。
（63）「ASEAN,AICO推進を確認 貿易自由化前進，いらだつ日本メーカー」『日経産業新聞』1997
年10月27日。「ASEAN特恵関税制度，企業の利用増加，ホンダ・トヨタなど 弾力運用」『日本
経済新聞』1999年1月4日。
（64）「ASEANで生産分業拡大，トヨタ・デンソー 特恵関税の適用狙う」『日本経済新聞』1996年
12月17日。「東南アで販売店5割増し，トヨタ，アジアカー対応で」『日本経済新聞』1995年11月5
日。ToyotaMotorPhilippines（2013）pp.8085.
（65）「トヨタ，海外サービス工場に看板方式導入」『日本経済新聞』1995年11月17日。
（66）「トヨタ，フィリピン第2工場始動 ASEAN地域で反撃，乗用車市場で本田追う」『日経産業新
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聞』1997年4月16日。
（67）「通貨動揺の東南アジア，『高額消費』影を潜める タイ（激震アジア経済）」『日本経済新聞』
1997年9月15日。
（68）「トヨタ，比でも操業休止 2工場を1か月間程度」『日本経済新聞』1997年12月20日。
（69）「自動車各社，アジア現地生産，経営苦境深まる フィリピン，従業員4割解雇も」『日本経済新
聞』1998年4月4日。
（70）「東南ア進出日系企業，現地従業員，技能向上へ研修 景気回復時に備え」『日本経済新聞』1998
年9月21日。
（71）「自動車用マフラー，比社に技術支援も フタバ産業が3年間」『日経産業新聞』1998年12月1
日。
（72） ToyotaMotorPhilippines（2013）p.86.
（73）「トヨタ・モーター・フィリピン社長菅田道信氏 撤退の危機から巻き返し（開拓者）」『日経産
業新聞』2013年12月27日。
（74）「トヨタ，フィリピン製変速機，南ア工場等に輸出」『日経産業新聞』1998年3月26日。
（75）「比政府，フォード誘致，投資優遇 日系メーカーは反発」『日本経済新聞（夕刊）』1998年4月8
日。
（76）「フィリピン特集 新政権，構造改革に活路，外国からの投資拡大，企業誘致」『日本経済新聞
（夕刊）』1998年6月12日。
（77）「フォード，フィリピン生産再開 16年ぶり，年2万5000台規模」『日経産業新聞』1999年9月
21日。
（78） ジェトロ『ジェトロ貿易投資白書（2004年版） 東アジア自由ビジネス圏の形成と日本企業の新
たな飛躍』2004年9月，216頁。「フィリピンの自動車政策，変更続き日系企業は悲鳴 課税負担
にも値上げ困難」『日経産業新聞』1999年4月8日。
（79）「自動車産業，昨年の販売 フィリピン，台数7.3％減少」『日経産業新聞』2000年1月28日。
「東南アジアの主要4カ国，新車販売46％増 ピークの7割に回復」『日経産業新聞』2001年3月1
日。
（80）「トヨタ，販売金融，海外で強化 比・デンマークなどで合弁」『日本経済新聞』2002年2月22
日。
（81）「比の新車販売，昨年7.7％増（ビジネスフラッシュ）」『日本経済新聞』2004年1月19日。
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AutomobileIndustrialPolicies
andJapaneseAutomobileMakersinthePhilippines
―TheCaseofToyotaMotorPhilippines―
SumikoKawabe
Abstract
Thisstudyanalyzesthefive-stageroleJapaneseautomobilemakers,focusedonToy-
otaMotorPhilippines（TMP）,havehadinpromotingtheautomobileindustryinaccor-
dancewiththeautomobileindustrialpoliciesofthegovernmentofthePhilippines.
Theresultsareasfolows:The1ststage（19451985）:Underthegovernmentautomo-
bileindustrialpolicy,Toyotastartedproductionsubcontracting.HoweverToyotahadto
retreatfrom thePhilippinesduetopoliticalinstability,dependenceonimportsandthe
governmentpolicypreferencetowardstheelectricalandelectronicindustries.The2nd
stage（19861987）:Toyotaanticipatedanew governmentautomobiledevelopmentplan
andestablishedTMP.The3rdstage（19881996）:DuetoBrandtoBrandComplementation
（BBC）inASEAN,agovernment-introducedplantoproducelowpricedcarsandpromote
motorization,TMTfocusedoncost-reductionofcarpartsthroughconstructionofanopti-
malproductionandspecializationstructure.The4thstage（19972012）:Thegovernment
facedeconomicstagnationduetotheAsianeconomiccrisis.TMPenduredthisperiodby
managingthestockadjustmentandadoptingnewtrainingprogramsfortheexcessper-
sonnel.The5thstage（after2013）:TMPfocusesoncost-reductionand/orreconstruction
ofitsproductionbasefortheforthcomingfreetradezoneinASEAN.
ItisclearthatJapaneseautomobilemakerssolvedtheproblemswhichwerebrought
onbyeachstageofgovernmentautomobileindustrialpolicyaswelastheeconomic
integrationofASEAN.
Keywords:Automobileindustrialpolicy,TMP,economicintegrationofASEAN,costreduction
throughconstructionofanoptimalproductionandspecializationstructure,reconstruc-
tionofproductionbase
